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京大東アジアセンターニュースレター   第 432号   





○ 読後雑感 アジア編 ： ２０１２年 第２回 
○ ミャンマー ： 情報検証 ２０１２年 ８月  
○ カンボジア短信 ： ２０１２年 ７月下旬 
○ バングラデシュ短信 ： ２０１２年 ７月上旬  











日時： 2012 年 9月１日(土) 14 時～ 



























































                                                  
1 この注は「杉原 前掲書,p.106」となっている。この「杉原 前掲書」とは、杉原高嶺ほか『現代国際法
講義 第 3 版』有斐閣,2003」のことである。 









































                                                  
3 この論拠を支える事実のひとつが、閣議決定はちょうど 10 年前の 1885 年にも検討されたがその時には差


























に紹介した「えひめ教科書裁判を支える会」が外務省に問合せをしているが、2011 年 1 月現在、外務省は正
式の見解を示せないでいる。 
 さらにもうひとつ、世間の誤解を解かねばならないのは、中国による尖閣領有権の主張が国連による付近
の石油探査の後だ、というものがある。この国連調査が 1968 年、中国の声明が 1971 年 12 月だからという
のがその理由であるが、実はこの国連の調査に最も敏感に反応したのは他ならぬ日本である。琉球政府の指
示によって石垣市が国連調査の翌年 1969 年にすぐ「標杭」を建てているからである。この「標杭」こそ、
本来は 1895 年に建てられるべきであったのが(「1895 年の閣議決定」というのは実は久場・魚釣の 2 島に
「標杭」を建てるというものだった)、実は 1969 年まで建てられていない。したがって、本当に問われなけ
ればならないのはなぜ 74 年もこの建設が遅れたのか、何故国連調査の翌年なのかという疑問の方である。 













 さらに言うと、このアメリカも 2 度にわたって尖閣諸島を必ずしも「日本領」としないことを示している。
そのひとつは 1971 年のもので、そこでは「これらの島についてのいかなる係争の要求も当事者が互いに解


















読後雑感 アジア編 ： ２０１２年 第２回 




                                                             小島正憲 
 
１．「ビルマ独立への道」   ２．「アウンサンスーチー」  
３．「ビルマからの手紙 １９９５～１９９６」  ４．「新ビルマからの手紙 １９９７～１９９８／２０１１」  ５．「絆こそ、希望の道しるべ」 
 
 
１．「ビルマ独立への道」  根本敬著  彩流社  ２０１２年４月１３日 






                                                  



























































































































































































                                                                   以上 
************************************************************************************************ 



























































































































































































                                                                   以上 
************************************************************************************************ 









・プノンペンの Meanchey地区にある Hai Yon工場で働く 100人以上の労働者が、市内の中心部で要求を訴え、スト







・プノンペンのDangkor地区では、「Golden Gain シューズカンパニーで働くおよそ 1000人もの労働者が、2日間のス
トライキを行った」と C.CAWDU 役員の Ney Buntoeun 氏は話した。彼らは 1日 3 食の無料提供や、子供のいる母
親に月 20 ドルの支払い、他にも各種ボーナスを要求しているという。 
・プノンペンでは、Golden Gain Shoe Companyにて 1,000名規模のストライキが発生し、「労働者はパレードを国道 4
号線からプノンペン国際空港前までするかもしれません。しかし、まだ我々は労働者に落ち着く様に、工場からの
回答、解決案を待つ様に指示しています」と C.CAWDU職員 San Sophaが話した。 
・Kandal州 Ang Snuol地区にある Master & Frank社では、100人以上の労働者が工場周辺においてストライキ活動
を行い、the Coalition of Cambodian Apparel Workers’ Democratic Union(C.CAWDU)のメンバーであり、解雇され
た職場リーダーの復職を要求した。 




労働者への年功課金の支払いを避けるため、Ang Snuol地区にある Tai Yang Enterprises社が 2010年内密に会




「同じオーナーの工場が 3つありあす。まず 1つめは Tai Yang ⅠとⅡ、すぐ隣りの Camwell Manufacturing、そして最
近建てた Tai Nanです」と付け加えた。3つの工場全ての経営を行っているMinghuor氏が保持する、商務省より発行





この間、会社側はストライキにより 1日 10000 ドルの損失を被った」と話している。 
ストライキの参加者は、もともと家賃や交通費、業績手当てや育児手当を要求していた。しかし先週の政府の発表
では、この 9月から縫製労働者は月に 7ドルが家賃もしくは交通費として支給され、また、1ヶ月休みなく働いたものに
は 3 ドルの支給がある、ということになっており、これにより労働側はもとの要求をすでに取り下げている。Minghuor 氏





３．7/19、Tai Yang and Camwell factoriesのストライキ、解決の糸口見えず 
Tai Yang 工場と Camwell 工場において、何週間にもわたり繰り広げられたストライキを終結させるための交渉は決
裂に終わり、労働者側がまた新たな大規模デモ行進を行うのではといった心配だけが残った。the Cambodian 
Alliance of Trade Unions（カンボジア労働組合連盟代表）Yang Sophorn氏の述べたところでは、労働者の要求してい
る 1年あたりの年功加棒がもともと 170ドルであったにも関わらず、工場は年 70ドル以上の支払いには応じなかった。
「もし土曜日までに何も変わらないようなら、私達はフン・セン首相のもとまでデモ行進を行い、彼に助けを求めようと
思います」と彼女は話した。経営者のWu Minghuor氏は、交渉は不調に終わったとしている。GMAC（カンボジア縫製
業協会）の事務局長 Ken Loo氏は、労働者の要求は理不尽であると話す。「彼らは法を無視しています」と述べた。 
 
４．7/23、Tai Yang and Camwell factoriesのストライキ中の労働者が米大使館へ陳情 
6月 25日にストライキを始めた 4000人の労働者のうち、いまもストライキを続行している 150人の労働者は、工場の
主なバイヤーであるアメリカ人にアピールするため、アメリカ大使館に請願書を届けた。労働者たちは、the 




労働者たちは年 170US ドルの年功加棒を要求しており、彼らによると Tai Yang工場が 2010年に、こういった手当
ての支払いを逃れるために名前を勝手に変更した、としている。「労働者は今日大使館周辺に集合し、問題が解決す










労務省外務大臣 Sath Samuth 氏は、「労働諮問委員会がすでに縫製・履物製造に携わる労働者の賃金を全国的
に 10 ドル上げているのだから、労働者にさらなる手当てを要求する権利はない」と話している。 
 
５．7/25、Tai Yang and Camwell factories1 と Golden Gain Shoe companyの労働者たちがデモ行進。警官と衝突。 
the Cambodian Confederation of Unions(CCU)代表の Rong Chhun氏は、








一方、プノンペンの Golden Gain Shoe Company社では 1,000人以上の労働者が労働省までデモ行進を実施した
後、仕事に戻った。会社側は労働者の 17の要求の内、13を同意したと情報筋は伝えている。 
 
６．7/30、Tai Yang and Camwell縫製工場の経営者を GMACが擁護 
GMACは Kandal州の Tai Yang and Camwell garment factoriesでのストライキ行為は、嘘や労働組合による違法行
為であるという認識を示した。GMACの Ken Loo事務局長は、「Tai Yang社は 2010年に Tai Nan社へと名前は変え
られておらず、政府と GMACはそれを証明できた」と言及した。また「Tai Yang と Camwell and Tai Nanは GMACのメ





労務省役員の話すところによると、2011 年に報告されたレポートでは工場における怪我の発生率が 65 パーセント
上昇している。労働者の失神も数値上昇の一因となっている。 
仕事場において、去年、合計で 47人が死亡し 1万 2千人以上が負傷したことを受け、「労務省は、職業安全の専




































７／１９、男性が警察官からライフルを強奪後、発砲し、6 人が死傷（1 名が死亡し、5 名が負傷）するという事件が
Sovannaショッピングモール近くの 271通りで発生した。そして犯人は後に自ら命を絶った。 
警察官の駐在所から約 50 メートルの場所で、その男は、当初ひったくりと思い、抵抗を示した Nhoung Heng さん
(58)に発砲した。また彼女の息子によると、娘が Nhoung Heng さんの助けの為に駆け寄ったが、彼女も撃たれたのだ
と言う。また別の発砲の音を聞き、Sae さんは身を起こし、そこで死んで道に横たわっている男性を見たと言う。  




また翌 20日には更に 1名命を落とし、死者は犯人を含めて 3名となった。 
                                                                  以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 




る」とシュバシシュ・ボーズ輸出振興局長は述べている。7 月 1 日から始まる新しい会計年度に、政府は、日本・中国・








レーシアでバングラデシュの製品を促進するために、ショーケースバングラデシュ 2012がクアラルンプールで 7月 13
日から 7 月 15 日の間に開催する。ガスや電気の不足を含むインフラのボトルネックを解決することができれば、年間




























































③JICA パドマブリッジ「収賄」に対する政府アクションを要求                                   
「バングラデシュ政府は、パドマブリッジプロジェクトに関連する“収賄の問題”に対処するために建設的な措置をと
るべきである」と、日本国際協力機構（JICA）ダッカの代表が語った。「JICA は真剣に収賄の問題を考慮し、今後のア
クションを日本政府と協議している」と 富山圭 JICA シニア代表が、ハリプール 412 メガワット（MW）ナラヤンガンジの
発電所プロジェクトサイトでのメディアブリーフィングで語った。JICAは、ハリプール412 MWの発電所プロジェクトの建
設のための 350億タカの資金のうち 71％を提供している。 



































                                                                以上 
************************************************************************************************ 
「The Lady アウンサンスーチー 引き裂かれた愛」 
























































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 





6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
